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※平成１８年度の一般会計及び特別会計決算額は、高崎市の平成１８年度の収入支出額と、旧榛名
町から引き継いで平成１８年１０月１日の合併日以降から３月３１日までに収入支出した額の合計
額となっております。
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簡 易 水 道 事 業 等

老 人 保 健

農業集落排水事業 １億８，６５４

平成１８年度高崎市決算の概要について            資料２

平成１８年度　一般会計、各特別会計歳入歳出決算一覧表
（単位　万円）

区 分 予　算　額

　平成１８年度の「一般会計」と「各特別会計」の決算は次のとおりとなりました。「一般会
計」の歳入は、１,２０７億７，５８３万円、歳出は１,１６３億３，７８３万円です。各会計別
の決算額は表及びグラフのとおりです。

一 般 会 計

決　　　算　　　額

土 地 取 得 事 業

合 計

歳　　　入 歳　　　出

駐 車 場 事 業

特 別 会 計

国民健康保険事業

介 護 保 険
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－　2　－

市　  税
493億5,136万円
(40.9％）

使用料及び手数料　　　45億9,389万円 (3.8％)
県支出金　　　　　　　45億4,667万円 (3.8％)
地方譲与税　　　　　　36億  104万円 (3.0％)
地方消費税交付金　　　32億6,701万円 (2.7％)
繰入金　　　　　　　　31億3,791万円 (2.6％)
分担金及び負担金　　　15億6,053万円 (1.3％)
地方特例交付金　　　　13億5,164万円 (1.1％)
繰越金　　　　　　　　11億  176万円 (0.9％)
自動車取得税交付金　　 7億4,826万円 (0.6％)
その他　　　　　　　　10億5,111万円 (0.8％)

　歳入の「その他」は、財産収入、配当割交付金、
利子割交付金、株式等譲渡所得割交付金、交通安全
対策特別交付金、ゴルフ場利用税交付金、国有提供
施設等所在市町村助成交付金、寄附金です。

    　　　　一般会計歳入・歳出決算額の款別構成状況

 

【歳　入】

歳    入

1,207億7,583万円

諸　収　入
177億6,126万円
(14.7％）

国庫支出金
95億1,248万円
(7.9％)

市　　債
110億4,420万円
(9.1％)

  地方交付税
81億4,671万円
  （6.8％）
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衛生費　　　   61億2,486万円 (5.3％)

消防費　   　　35億8,652万円 (3.1％)

農林水産業費   24億  424万円 (2.1％)

議会費　　  　　8億6,975万円 (0.7％)

労働費　 　　　 3億7,924万円 (0.3％)

　　 民生費
 270億9,312万円
   　(23.3％)

    総務費
193億6,990万円
    (16.6％)

   土木費
181億1,496万円
   (15.6％)

     教育費
145億3,875万円
    (12.5％)

    商工費
122億3,094万円
   (10.5％)

     公債費
　116億2,555万円
     (10.0％)

　　　　歳　　出

　　1,163億3,783万円

　

◎　歳入決算額　１,２０７億７，５８３万円（Ａ）
　　歳出決算額　１,１６３億３，７８３万円（Ｂ）
　　差 引 額　（Ａ）－（Ｂ）＝ ４４億３，８００万円
　　※差引額のうち、３１億円は財政調整基金へ積み立て、残りは繰越金としました。

【歳　出】



２

１７年度 １８年度
構成比 伸  率 構成比 伸  率

％ ％ ％ ％
1 地 方 税 ４９２億６４６ ３８．９ ― ５０４億１，５４６ ４０．６ ２．５

2 地 方 譲 与 税 ２６億４５ ２．１ ― ３７億３，０８５ ３．０ ４３．５

3 利子割交付金 ２億２，５５７ ０．２ ― １億５，５１１ ０．１△３１．２

4 配当割交付金 １億１，００７ ０．１ ― １億７，６７８ ０．１ ６０．６
株 式 譲 渡 割
5 交 付 金 １億３，８７２ ０．１ ― １億１，１２７ ０．１△１９．８

6 ３１億９，２０１ ２．５ ― ３３億８，１５３ ２．７ ５．９

7 ８，５１８ ０．１ ― ７，８０２ ０．１ △８．４

8 ７億８，２５７ ０．６ ― ７億７，５８５ ０．６ △０．９

9 １，３８６ ０．０ ― １，４５５ ０．０ ５．０

10 地方特例交付金 １６億８，７３７ １．３ ― １３億９，６０５ １．１△１７．３

11 地 方 交 付 税 ９９億９，０１６ ７．９ ― ９５億６，４４１ ７．７ △４．３
普 通 交 付 税 ７７億８，６９９ ６．２ ― ７３億８，０２８ ５．９ △５．２
特 別 交 付 税 ２２億３１７ １．７ ― ２１億８，４１３ １．８ △０．９

12 １億３８８ ０．１ ― １億８３９ ０．１ ４．３

13 分担金・負担金 １２億３，６０３ １．０ ― １２億２，４５０ １．０ △０．９

14 使用料・手数料 ５４億９，４４１ ４．４ ― ５２億４，４９８ ４．２ △４．５

15 国 庫 支 出 金 １０３億８，７５４ ８．２ ― ９６億６，１１９ ７．８ △７．０

16 県 支 出 金 ４８億７，０６２ ３．９ ― ４７億８，２０８ ３．９ △１．８

17 財 産 収 入 ４億１，５３０ ０．３ ― ３億９，１５７ ０．３ △５．７

18 寄 附 金 ９，８０８ ０．１ ― ８９３ ０．０△９０．９

19 繰 入 金 ９３億５，３９３ ７．４ ― ５０億１，２０４ ４．０△４６．４

20 繰 越 金 １９億３，２４１ １．５ ― １２億５，８７０ １．０△３４．９

21 諸 収 入 １４４億６，３４０ １１．４ ― １５０億３９６ １２．１ ３．７
収益事業収入 ― ― ― ―
貸付金元利収入 １２６億３，７７２ １０．０ ― １３０億５，０９５ １０．５ ３．３

22 地 方 債 １００億４，１００ ７．９ ― １１８億３，７７０ ９．５ １７．９

１，２６４億２，９０２ １００．０ ―１，２４３億３，３９２１００．０ △１．７

　　　　　年　度
区　分

  合併町村を合算した普通会計による決算状況

※普通会計とは、他の地方公共団体（県や市町村）などと比較しやすいように、「一般会計」と
「特別会計」を全国共通の基準で調整し直した会計です。

(単位  万円）歳　　　　入

合           計

交通安全対策
特 別 交 付 金

地 方 消 費 税
交 付 金
ゴルフ場利用
税 交 付 金
自動車取得税
交 付 金
国有提供施設
等助成交付金
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１７年度 １８年度

構成比 伸  率 構成比 伸  率

％ ％ ％ ％

1 人 件 費 ２２５億６，４４５ １８．２ ― ２２０億７，５７８ １８．４ △２．２

う ち 職 員 給 １４６億５，１００ １１．８ ― １４５億８，２９７ １２．２ △０．５

2 扶 助 費 １５５億４，６１０ １２．５ ― １６７億６，４９３ １４．０ ７．８

3 公 債 費 １２２億２，７４７ ９．９ ― １２４億１，１６３ １０．４ １．５

4 物 件 費 １５９億１，６８０ １２．８ ― １４３億６，７０６ １２．０ △９．７

5 維 持 補 修 費 １３億９，５６３ １．１ ― １３億１，０５３ １．１ △６．１

6 補 助 費 等 １３５億５，５７０ １０．９ ― １３５億１，４３６ １１．３ △０．３

7 積 立 金 ２３億７，２４７ １．９ ― ５２億１０６ ４．３１１９．２

投資・出資金

8 貸 付 金 １２５億２，２６７ １０．１ ― １２９億６，５０７ １０．８ ３．５

う ち 貸 付 金 １２４億７，６２１ １０．０ ― １２９億９９ １０．８ ３．４

9 繰 出 金 ７３億１９９ ５．９ ― ６２億４，２８８ ５．２△１４．５

10 普通建設事業費 ２０７億６，２０４ １６．７ ― １５０億４，２６１ １２．５△２７．５

補 助 事 業 費 ５８億７，５３１ ４．７ ― ４１億３，８００ ３．４△２９．６

単 独 事 業 費 １４８億８，６７３ １２．０ ― １０９億４６１ ９．１△２６．７

11 災 害 復 旧 費 ５００ ０．０ ― ０ ０．０ 皆減

１，２４１億７，０３２１００．０ ―１，１９８億９，５９１１００．０ △３．４

２２億５，８７０ １．８ ― ４４億３，８０１ ３．７ ９６．５

（注） 平成１７年度及び平成１８年度の普通会計決算額は、高崎市に旧榛名町の決算額を合算した額です。

(単位  万円）

差 引 剰 余 金

合      計

歳　　　　出

　　　　　年　度
区　分
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３　平成１８年度普通会計による県内他市との比較

※用語の説明

　市債（借金）の償還（返済）の増加に備えるために設置される基金です。

　地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標です。　　　　　　

　突発的な災害や緊急を要する経費に備えるために設置された基金です。　　

25億7,987 52億1,617

14.0

12億2,524

0.995

13.7 11.3

0.572 0.845

14.4

60億2,444

8,588

減 債 基 金

財政調整基金

財 政 力 指 数

実質公債費比率

公 債 費 比 率 （ ％ ）

減債基金（万円）

127億5,157 35億8,202

13.7 14.0

0.849 0.818

21億1,966 4億878

歳 出 総 額 （ 万 円 ）

実 質 収 支 （ 万 円 ）

公 債 費 比 率

実質収支比率

実 質 収 支

〃

経常収支比率

　歳入から歳出を差し引いた額を「形式収支」といいますが、この「形式収
支」から翌年度へ繰越すべき財源を差し引いた決算額のことをいいます。

　標準財政規模に対する実質収支の割合で、おおむね３％～５％程度が望ま
しいとされています。

　７０～８０％未満が健全ラインといわれており、比率が高くなるほど財政
運営が硬直化していると考えられます。

区 分

実 質 公 債 費 比 率 （ ％ ）

財 政 力 指 数

積立金現在高財政調整基金（万円）

実 質 収 支 比 率 （ ％ ）

経 常 収 支 比 率 （ ％ ）

地 方 債 現 在 高 （ 万 円 ）

人 口 （ H19.3.31 ） （ 人 ）

歳 入 総 額 （ 万 円 ）

770億3,4821,156億2,710 1,375億6,171 436億3,956 630億2,960

4.5

92.4 91.9 101.5 92.7 92.8

4.0 7.2

693億3,102

17億8,529

その他（万円）〃

6.5 4.7

41億6,132 29億1,069 10億6,594 26億8,877

1,198億9,591 1,117億9,872 449億1,376 622億4,143

1,243億3,392 1,149億6,044 460億1,101 651億7,256

高崎市 前橋市 桐生市

341,197 319,338 127,871

（普通会計）

17.4 18.5 13.3 14.9

209,702197,722

伊勢崎市 太田市

669億6,079

7億6,978 3億2,011

69億3,377 89億3,440 22億2,194 54億4,789

　公債費が他の経費を圧迫するような場合には、この基金を取崩して公債費
に充てます。

　市債の元利償還が市の財政の中でどの位の割合を占めているかを示す指標
です。

　地方債制度の改正により、許可制から協議制に変更されたことにより新た
に設けられた数値で、この比率が１８％以上になると許可団体となります。

　普通交付税の算定に用いる基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た
数値の３ヵ年平均値で、数値が１に近くあるいは１を超えるほど財政力が強
いとされています。

　また、決算剰余金が多いときは積み立て、財源不足時に取り崩すという、
年度間調整的な役割も果たします。
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